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○ 所得情報を基に、未納者を強制徴収対象、納付督励対象、免除等申請勧奨対象に区分し、さらに未納月数毎に細分イヒし、
各区分の未納者属性に応じた督励・勧奨方法、スケジュール及び担当者を明確にして督励等を実施。

○ また、納付月数の増加目標と免除等申請受理目標をそれぞれ設定しt分子と分母の両面への取組を具体化した。
(概念図参照)

納 付 率 の 向 上 及 び 未 納 者 数 減 少 へ の 取 組 (概 念 図 )

所 得 層 、未 納 期 間 、年 齢 、督 励 事 蹟 等 の 属 性 別 に 未 納 者 数 を 把 握
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(取組状況)

〇 年金記録Fo3題への対応に労力を要したことから、職員等による督励活動が十分に実施できなかつた。
○ 市場化テストによる納付督励は、平成19年 10月より95か所、平成20年 10月より90か所で実施し、平成21年 10
月から127か所を追加した。これに伴い、電話納付督励件数が増加してしヽるが、戸別訪間督励件数は減少してしヽる。
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市場化テスト対象事務所 (127事務所〕
(平成21年 10月 から実施)

市場化テスト対象事務所〔9。事務所〕
(平成20年 10月から実施)

市場化テスト対象事務所〔95事務所〕
(平成19年 10月から実施)

計

①20年度の
実施件数

②21年度の
実施件数

対前年度比 ③20年度の
実施件数

④21年度の
実施件数

対前年度比 ⑤20年度の

実施件数
⑥21年度の
実施件数

対前年度比 ⑦20年度の
実施件数

③21年度の
実施件数

対前年度比

(0)÷ (1)〕 (14)÷ (3)) (③■0"

141万件 290万‐件

'041稼

|||IF14 10210% ユ:481ガⅢ|||II14 一７
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一
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再掲(市場化テスト以外の委託) 130万件 51万 44 39.2°/ 48万件 178万件 51万件 28.77

再掲(職員・収納指導員) 15万件 8万 44 53.3% 10万件 5万件 50.00/ 8万件 3万件 37.5% 33万件 16万件 48.5%

再掲 (市場イヒテスト事業者 ) 238万 14 428ni,+ 800万件 186.9ツ 842n1+ 864万件 102.6% 1,270z.1+ L,901nl+ 149.77

戸昴1防門‐雪懃 |12万1件 243万 14 11§ 10フ ,1,万‖ 170万‖ 12解ツ 1841万1牛 110万 14 15918%

"二

01514 422万 14 1‐011イ

再掲(国民年金推進員) 672万件 229万 44 34.1% 220万件 38万 14 17.3°/ 13sE{+ 55万件 40.7% 1′ 026万 14 321万件 31.3%

再掲(職員・収納指導員) 10万件 2万‖ 20.0% 3万件 1万件 33.30/ 1万件 1万件 100.0% 14万件 4万 44 28.6%

再掲(市場化テスト事業者) 12万 44 15万件 31万件 206.7ツ 48万 14 54万件 112.5% 63万件 96万件 152.40/

催告状 2981万‖ 468万‐‖ :|,10, 247万:件

'00硝

12115●/ 274万‖ ■:"‐件 |11‐9714ツ 818万 14 IIIII方摯
||`||■ ||■ )■ |■|

11‐0100ツ

再掲(社会保険事務所) 298万件 420万 44 141.0% 174万件 176万件 101.10/ 10万 14 279万件 2790.0% 4828i|+ 875万件 181.5%
再掲(市場化テスト事業者) 48万 14 73万件 124万件 169.90/ 264万‖ 262万件 99.2以 337万件 434万件 128.8%

※上記表中における数leLはそれぞれ四捨五入によつているため端数において合計とは一致しない場合もある。
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○ 市町村から提供を受けた所得情報を活用し、免除等に該当すると思われる者に対して、申請勧奨文書 (ダイレクトメール)
を送付。その後、未申請の者に対し、職員及び国民年金推進員が、電話や戸別訪Po5による再勧奨を実施。

○ こうした取組みの結果、平成21年度における第1号被保険者数に占める全額免除者数の害」合は、前年度をO。 9ポイント
上回つた。

■第1号被保険者数及び全額免除者数等

20年度

「

…… ~~~~~… ~~

:

(A)   1 害」含 (%)

21年度
r― ―――― … …………
1

(B)   1 害J含 (%)

対前年度比
r― ‐… ……… …… … ……
1

(B一 A)1害」含 (%)

第 1号被保険者数 1,966万 人 1,951万 人 |  一 △ 15万人 |  一
:

金額免除者数等合計 521万 人 26.5% 535万人 1  27.4%
:

14万人 |

1

十○。9ホ
゜
イント

法定免除者数 114万 人
|

:

5.8% 120万 人 6.2% 6万人 +O.4ホ
゜
イント

申請全額免除者数 zo4nti r o,4%
____r

215万 人 11.0% 10万人 +0.6ホ
゜
イント

学生納付特例者数 165万 人 |

:

8.4% 163万 人 8.3% △ 2万人 △〇。1ホ
゜
イント

声
年者納付猶予者数 37万 人 |

:

1.9% 37万人 1.9% O 〇.〇ホ
゜
イント

(注 1)第 1号被保険者数のうち任意力o入者は除 <。
(注 2)上記表中の「害」含」は、第1号被保険者数に占める全額免除者数等の害」合である。
(注 3)上記表中における数値はそれぞれ四捨五入によっているため端数において合計とは合致しない場合もある。
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〇 平成21年度の強制徴収の取組みについては、最終催告や督促の件数は平成20年度をやや上回つたが、差押え件数や獲
得納付月数は前年度を下回る結果となった。
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平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成21年度

最終催告件数

当年度実施件数 9,6531牛 31,497イ牛 172,440件 310,551イ牛 40,727イ牛 16,350件 17,1311牛

15年度からの
累    計 9,653イ牛 41,150イ牛 213,590件 524,1411牛 564,868イ牛 581,218イ牛 598,349イ牛

督 促 件 数

当年度実施件数 321イ牛 3,724{牛 37,126件 121,1134牛 28,485件 8,160イ牛 10,061件

15年度からの
累    計 321イ牛 4,045イ牛 41,171イ牛 162,284イ牛 190,7691牛 198,929イ牛 208,990件

差 押 件 数

当年度実施件数 211牛 1251牛 3,0481牛 11,910件 11,387件 5,534件 3,092件

15年度からの
累    計 21イ牛 146イ牛 3,194イ牛 15,104{牛 26,4911牛 32,0251牛 35,1171牛

強制徴収手続
きによる

獲得納付月数

当年度実施件数 一 月 113,447月 430,988月 894,955月 968,855月 370,338月 225,223月

16年度からの
累    計 一 月 113,447月 544,435月 1,439,390月 2,408,245月 2,778,583月 3,○03,806月

注)「強制徴収手続きによる獲得納付月数」について、平成 15年度は集計を行つていない。
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